(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　　項：総務管理費　　　目：広報費
	事業名: 県政広聴事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　知事直轄　秘書広報部門　広報課　広聴担当　電話番号：058-272-1111（内2077）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11103@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,228千円（前年度予算額：3,228千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　　県民一人一人の意識や課題を踏まえた政策ニーズの把握及び施策に対する県民の評
価、認知・満足度などの検証を行う。
1 県政世論調査

県民生活の実態や意識、要望などを把握し、県政運営の基礎資料とする。
・調査内容

くらしについて

県政全般について

県政各分野について

　　　　　・調査対象

対象：県内に居住する満２０歳以上の男女個人
標本数：３，０００人

2 県政モニター事業
個別の施策などについて県民の意識や要望などを把握するとともに、県政のＰ
Ｒを行う。
　　　・事業内容

各種県政に関するアンケート調査

県政への意見、提案の提出

　　　　　・モニター

対象：県内に居住する満２０歳以上の男女個人
定員：５００人

	２　所要経費


過去の実績等に基づく所要額を計上

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　非該当
	　２　これまでの取組状況


　　県財政の厳しい中、限られた財源で、より効率的・効果的に行政サービスを提供し

ていくための指標となる「県民ニーズ」について、各種広聴を通じて積極的に意見聴

取を行い、施策や事業化に繋げていくよう組織内での情報共有、連携強化を促してき

た。

○ 県政世論調査（昭和４２年より実施）
従来、隔年で実施されていたが、平成２０年度から毎年実施とし、県民ニーズ（社
会情勢の変化)の変化を十分把握できるように取り組んでいる。

· 県政モニター事業（平成５年より実施）
アンケート調査に加え、県政の口コミＰＲなど効果的な広聴広報の観点から実施
している。
	３　これまでの取組に対する評価


事業等所管部局における施策立案、事業化検討のための基礎資料としての活用だけ

でなく、県が行う施策の認知度、浸透度などの進捗管理やフォローアップのために幅

広く活用されている。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,228 
	0 
	0 
	0 
	0 
	0 
	0 
	0 
	3,228

	要求額
	3,228 
	0 
	 0 
	0 
	0 
	0 
	0 
	 0 
	3,228

	決定額
	3,228 
	0 
	 0 
	0 
	0 
	0 
	0 
	 0 
	3,228


